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建築物の耐震改修の促進に関する法律 
（平成七年十月二十七日法律第百二十三号） 
 

最終改正：平成三〇年六月二七日法律第六十七号 
 

第一章 総則 
    
（目的） 

第一条 この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するた

め、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上

を図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。 

２ この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修

繕、模様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をすることをいう。 

３ この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域については当該

市町村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県知事をいう。

ただし、建築基準法 （昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一項 又は第九十七条の三

第一項 の規定により建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定める建築物については、

都道府県知事とする。 

（国、地方公共団体及び国民の努力義務） 

第三条 国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進するため、

当該技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資金の融通又はあっ

せん、資料の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する国民の理解と協力を得る

ため、建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努めるものとする。 

４ 国民は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努めるものとす

る。 

第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等 

（基本方針） 

第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以下「基

本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項 

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項 

五 次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築物の

耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項 

Ⅰ．耐震改修促進法 

１．耐震改修促進法 
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３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

（都道府県耐震改修促進計画） 

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の

促進を図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるものとする。 

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項 から第三項 までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対

する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関

する事項 

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を

記載することができる。 

一 病院、官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益上必

要な建築物で政令で定めるものであって、既存耐震不適格建築物（地震に対する安全性に係る建

築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（以下「耐震関係規定」という。）に適合し

ない建築物で同法第三条第二項 の規定の適用を受けているものをいう。以下同じ。）であるもの

（その地震に対する安全性が明らかでないものとして政令で定める建築物（以下「耐震不明建築

物」という。）に限る。）について、耐震診断を行わせ、及び耐震改修の促進を図ることが必要

と認められる場合 当該建築物に関する事項及び当該建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限

に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（相当数の建築物が集合し、

又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通省令で定める道路（以

下「建築物集合地域通過道路等」という。）に限る。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相

当多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障

害既存耐震不適格建築物（地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨

げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものとして政令で定める建築物（第十四条

第三号において「通行障害建築物」という。）であって既存耐震不適格建築物であるものをいう。

以下同じ。）について、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図るこ

とが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事

項及び当該通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診

断の結果の報告の期限に関する事項 

三 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等を除く。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とすること

を防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐

震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に

接する道路に関する事項 

四 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律 （平成五年法律第五十二号。以下「特定優良賃貸

住宅法」という。）第三条第四号 に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部について確

保することができない特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第六条 に規定する特定優良賃貸住

宅をいう。以下同じ。）を活用し、第十九条に規定する計画認定建築物である住宅の耐震改修の

実施に伴い仮住居を必要とする者（特定優良賃貸住宅法第三条第四号 に規定する資格を有する者
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を除く。以下「特定入居者」という。）に対する仮住居を提供することが必要と認められる場合 

特定優良賃貸住宅の特定入居者に対する賃貸に関する事項 

五 前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再生機構

（以下「機構」という。）又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）による建築物の耐震

診断及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の耐震診断及び耐

震改修の実施に関する事項 

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に前項第一号に定める事項を記載しようとするときは、

当該事項について、あらかじめ、当該建築物の所有者（所有者以外に権原に基づきその建築物を使

用する者があるときは、その者及び所有者）の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に第三項第五号に定める事項を記載しようとするときは、

当該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社の同意を得なければならない。 

６ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、

当該都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。 

７ 第三項から前項までの規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。 

（市町村耐震改修促進計画） 

第六条  市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及

び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」という。）を定めるよう努

めるものとする。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項 から第三項 までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対

する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関

する事項 

五 その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記

載することができる。 

一 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等に限る。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とすること

を防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物について、耐震診

断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当

該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不

適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する

事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等を除く。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とすること

を防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐

震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に

接する道路に関する事項 

４ 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。 

第三章 建築物の所有者が講ずべき措置 
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（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震診断の義務） 

第七条 次に掲げる建築物（以下「要安全確認計画記載建築物」という。）の所有者は、当該要安全

確認計画記載建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、その結果を、

次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期限までに所管行政庁に報告し

なければならない。 

一 第五条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物 同号の規定

により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

二 その敷地が第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された道路に接

する通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。） 同号の規定により

都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

三 その敷地が前条第三項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接する

通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限り、前号に掲げる建築物である

ものを除く。） 同項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された期限 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告命令等） 

第八条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者が前条の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をしたときは、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、その報告を行い、又はその報告

の内容を是正すべきことを命ずることができる。 

２ 所管行政庁は、前項の規定による命令をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その

旨を公表しなければならない。 

３ 所管行政庁は、第一項の規定により報告を命じようとする場合において、過失がなくて当該報告

を命ずべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に反すると認めら

れるときは、その者の負担において、耐震診断を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者

に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該報告をすべき旨及びそ

の期限までに当該報告をしないときは、所管行政庁又はその命じた者若しくは委任した者が耐震診

断を行うべき旨を、あらかじめ、公告しなければならない。 

（耐震診断の結果の公表） 

第九条 所管行政庁は、第七条の規定による報告を受けたときは、国土交通省令で定めるところによ

り、当該報告の内容を公表しなければならない。前条第三項の規定により耐震診断を行い、又は行

わせたときも、同様とする。 

（通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断に要する費用の負担） 

第十条 都道府県は、第七条第二号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令

で定めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなければ

ならない。 

２ 市町村は、第七条第三号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令で定め

るところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなければならな

い。 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震改修の努力） 

第十一条 要安全確認計画記載建築物の所有者は、耐震診断の結果、地震に対する安全性の向上を図

る必要があると認められるときは、当該要安全確認計画記載建築物について耐震改修を行うよう努

めなければならない。 

（要安全確認計画記載建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十二条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の耐震改修の適確な実施を確保するため必要が

あると認めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第

三号の技術上の指針となるべき事項（以下「技術指針事項」という。）を勘案して、要安全確認計

画記載建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 
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２ 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物について必要な耐震改修が行われていないと認めると

きは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をするこ

とができる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要安全確認計画記載建築物の所有者が、正当な理

由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告、検査等） 

第十三条 所管行政庁は、第八条第一項並びに前条第二項及び第三項の規定の施行に必要な限度にお

いて、政令で定めるところにより、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、要安全確認計画記

載建築物の地震に対する安全性に係る事項（第七条の規定による報告の対象となる事項を除く。）

に関し報告させ、又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷地

若しくは要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、要安全確認計画記載建築物、要安全確

認計画記載建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。た

だし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ

ればならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力） 

第十四条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの（要安全確認計画記載建築物

であるものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。）の所有者は、当該特定既存耐震

不適格建築物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向上を図る必要があると

認められるときは、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければなら

ない。 

一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームその他多

数の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの 

二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵場又は

処理場の用途に供する建築物 

三 その敷地が第五条第三項第二号若しくは第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載

された道路又は第六条第三項の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接する通

行障害建築物 

（特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十五条 所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保す

るため必要があると認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘

案して、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をするこ

とができる。 

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物（第一号から第三号までに掲げる特定既存

耐震不適格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものとして政令

で定めるものであって政令で定める規模以上のものに限る。）について必要な耐震診断又は耐震改

修が行われていないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を

勘案して、必要な指示をすることができる。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定既存

耐震不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する特定

既存耐震不適格建築物 

三 前条第二号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

四 前条第三号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 
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３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正当な理

由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特定既

存耐震不適格建築物の所有者に対し、特定既存耐震不適格建築物の地震に対する安全性に係る事項

に関し報告させ、又はその職員に、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格建築物の敷地

若しくは特定既存耐震不適格建築物の工事現場に立ち入り、特定既存耐震不適格建築物、特定既存

耐震不適格建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用

する。 

（一定の既存耐震不適格建築物の所有者の努力等） 

第十六条 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不適格建築物の

所有者は、当該既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該既存耐震不適格

建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

２ 所管行政庁は、前項の既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、当該既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案し

て、当該既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることが

できる。 

   第四章 建築物の耐震改修の計画の認定 

（計画の認定） 

第十七条 建築物の耐震改修をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、建築物の耐

震改修の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。 

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 建築物の位置 

二 建築物の階数、延べ面積、構造方法及び用途 

三 建築物の耐震改修の事業の内容 

四 建築物の耐震改修の事業に関する資金計画 

五 その他国土交通省令で定める事項 

３ 所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、建築物の耐震改修の計画が次に掲げる基準

に適合すると認めるときは、その旨の認定（以下この章において「計画の認定」という。）をする

ことができる。 

一 建築物の耐震改修の事業の内容が耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずるものとし

て国土交通大臣が定める基準に適合していること。 

二 前項第四号の資金計画が建築物の耐震改修の事業を確実に遂行するため適切なものであること。 

三 第一項の申請に係る建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関係規定

及び耐震関係規定以外の建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合せず、かつ、

同法第三条第二項 の規定の適用を受けているものである場合において、当該建築物又は建築物の

部分の増築、改築、大規模の修繕（同法第二条第十四号 に規定する大規模の修繕をいう。）又は

大規模の模様替（同条第十五号 に規定する大規模の模様替をいう。）をしようとするものであり、

かつ、当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分

が耐震関係規定以外の同法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しないこととなる

ものであるときは、前二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該

工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関
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係規定以外の建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しないこととなる

ことがやむを得ないと認められるものであること。 

ロ 工事の計画（二以上の工事に分けて耐震改修の工事を行う場合にあっては、それぞれの工事

の計画。第五号ロ及び第六号ロにおいて同じ。）に係る建築物及び建築物の敷地について、交

通上の支障の度、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地の環境の保全

上の有害の度が高くならないものであること。 

四 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である耐火建築物（建築基準法第二条第九

号の二 に規定する耐火建築物をいう。）である場合において、当該建築物について柱若しくは壁

を設け、又は柱若しくははりの模様替をすることにより当該建築物が同法第二十七条第二項 、第

六十一条又は第六十二条第一項の規定に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第

二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該

工事により、当該建築物が建築基準法第二十七条第二項 、第六十一条又は第六十二条第一項の

規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認められるものであること。 

ロ 次に掲げる基準に適合し、防火上及び避難上支障がないと認められるものであること。 

（１） 工事の計画に係る柱、壁又ははりの構造が国土交通省令で定める防火上の基準に適合し

ていること。 

（２） 工事の計画に係る柱、壁又ははりに係る火災が発生した場合の通報の方法が国土交通省

令で定める防火上の基準に適合していること。 

五 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である場合において、当該建築物について

増築をすることにより当該建築物が建築物の容積率（延べ面積の敷地面積に対する割合をいう。）

に係る建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（イ及び第八項において「容積率関

係規定」という。）に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲げる基準

のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該

工事により、当該建築物が容積率関係規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認め

られるものであること。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めら

れるものであること。 

六 第一項の申請に係る建築物が既存耐震不適格建築物である場合において、当該建築物について

増築をすることにより当該建築物が建築物の建ぺい率（建築面積の敷地面積に対する割合をい

う。）に係る建築基準法 又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（イ及び第九項において「建

ぺい率関係規定」という。）に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲

げる基準のほか、次に掲げる基準に適合していること。 

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、当該

工事により、当該建築物が建ぺい率関係規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認

められるものであること。 

ロ 工事の計画に係る建築物について、交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めら

れるものであること。 

４ 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項 の規定による確認又は

同法第十八条第二項 の規定による通知を要するものである場合において、計画の認定をしようとす

るときは、所管行政庁は、あらかじめ、建築主事の同意を得なければならない。 

５ 建築基準法第九十三条 の規定は所管行政庁が同法第六条第一項 の規定による確認又は同法第十

八条第二項 の規定による通知を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとす
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る場合について、同法第九十三条の二 の規定は所管行政庁が同法第六条第一項 の規定による確認

を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとする場合について準用する。 

６ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、次に掲げる建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはそ

の敷地の部分（以下この項において「建築物等」という。）については、建築基準法第三条第三項

第三号 及び第四号 の規定にかかわらず、同条第二項 の規定を適用する。 

一 耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項 の規定の適用を受けている建築物等

であって、第三項第一号の国土交通大臣が定める基準に適合しているものとして計画の認定を受

けたもの 

二 計画の認定に係る第三項第三号の建築物等 

７ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第四号の建築物については、建

築基準法第二十七条第二項 、第六十一条又は第六十二条第一項の規定は、適用しない。 

８ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第五号の建築物については、容

積率関係規定は、適用しない。 

９ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第六号の建築物については、建

ぺい率関係規定は、適用しない。 

１０ 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項 の規定による確認又

は同法第十八条第二項 の規定による通知を要するものである場合において、所管行政庁が計画の認

定をしたときは、同法第六条第一項 又は第十八条第三項 の規定による確認済証の交付があったも

のとみなす。この場合において、所管行政庁は、その旨を建築主事に通知するものとする。 

（計画の変更） 

第十八条 計画の認定を受けた者（第二十八条第一項及び第三項を除き、以下「認定事業者」という。）

は、当該計画の認定を受けた計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）をしようと

するときは、所管行政庁の認定を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。 

（計画認定建築物に係る報告の徴収） 

第十九条 所管行政庁は、認定事業者に対し、計画の認定を受けた計画（前条第一項の規定による変

更の認定があったときは、その変更後のもの。次条において同じ。）に係る建築物（以下「計画認

定建築物」という。）の耐震改修の状況について報告を求めることができる。 

（改善命令） 

第二十条 所管行政庁は、認定事業者が計画の認定を受けた計画に従って計画認定建築物の耐震改修

を行っていないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期限を定めて、その改善に必要な

措置をとるべきことを命ずることができる。 

（計画の認定の取消し） 

第二十一条 所管行政庁は、認定事業者が前条の規定による処分に違反したときは、計画の認定を取

り消すことができる。 

   第五章 建築物の地震に対する安全性に係る認定等 

（建築物の地震に対する安全性に係る認定） 

第二十二条 建築物の所有者は、国土交通省令で定めるところにより、所管行政庁に対し、当該建築

物について地震に対する安全性に係る基準に適合している旨の認定を申請することができる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る建築物が耐震関係規定又は地

震に対する安全上これに準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していると認めるとき

は、その旨の認定をすることができる。 
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３ 前項の認定を受けた者は、同項の認定を受けた建築物（以下「基準適合認定建築物」という。）、

その敷地又はその利用に関する広告その他の国土交通省令で定めるもの（次項において「広告等」

という。）に、国土交通省令で定めるところにより、当該基準適合認定建築物が前項の認定を受け

ている旨の表示を付することができる。 

４ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、建築物、その敷地又はその利用に関する広告等に、

同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

（基準適合認定建築物に係る認定の取消し） 

第二十三条 所管行政庁は、基準適合認定建築物が前条第二項の基準に適合しなくなったと認めると

きは、同項の認定を取り消すことができる。 

（基準適合認定建築物に係る報告、検査等） 

第二十四条 所管行政庁は、前条の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、

第二十二条第二項の認定を受けた者に対し、基準適合認定建築物の地震に対する安全性に係る事項

に関し報告させ、又はその職員に、基準適合認定建築物、基準適合認定建築物の敷地若しくは基準

適合認定建築物の工事現場に立ち入り、基準適合認定建築物、基準適合認定建築物の敷地、建築設

備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用

する。 

   第六章 区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定等 

（区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定） 

第二十五条 耐震診断が行われた区分所有建築物（二以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する

法律 （昭和三十七年法律第六十九号）第二条第二項 に規定する区分所有者をいう。以下同じ。）

が存する建築物をいう。以下同じ。）の管理者等（同法第二十五条第一項 の規定により選任された

管理者（管理者がないときは、同法第三十四条 の規定による集会において指定された区分所有者）

又は同法第四十九条第一項 の規定により置かれた理事をいう。）は、国土交通省令で定めるところ

により、所管行政庁に対し、当該区分所有建築物について耐震改修を行う必要がある旨の認定を申

請することができる。 

２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る区分所有建築物が地震に対す

る安全上耐震関係規定に準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していないと認めると

きは、その旨の認定をすることができる。 

３ 前項の認定を受けた区分所有建築物（以下「要耐震改修認定建築物」という。）の耐震改修が建

物の区分所有等に関する法律第十七条第一項 に規定する共用部分の変更に該当する場合における

同項 の規定の適用については、同項 中「区分所有者及び議決権の各四分の三以上の多数による集

会の決議」とあるのは「集会の決議」とし、同項 ただし書の規定は、適用しない。 

（要耐震改修認定建築物の区分所有者の耐震改修の努力） 

第二十六条 要耐震改修認定建築物の区分所有者は、当該要耐震改修認定建築物について耐震改修を

行うよう努めなければならない。 

（要耐震改修認定建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 

第二十七条 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、

要耐震改修認定建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物について必要な耐震改修が行われていないと認めるときは、

要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすることがで

きる。 
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３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要耐震改修認定建築物の区分所有者が、正当な理

由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、要耐震

改修認定建築物の区分所有者に対し、要耐震改修認定建築物の地震に対する安全性に係る事項に関

し報告させ、又はその職員に、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建築物の敷地若しくは要耐

震改修認定建築物の工事現場に立ち入り、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建築物の敷地、

建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用

する。 

   第七章 建築物の耐震改修に係る特例 

（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例） 

第二十八条 第五条第三項第四号の規定により都道府県耐震改修促進計画に特定優良賃貸住宅の特定

入居者に対する賃貸に関する事項を記載した都道府県の区域内において、特定優良賃貸住宅法第五

条第一項 に規定する認定事業者は、特定優良賃貸住宅の全部又は一部について特定優良賃貸住宅法

第三条第四号 に規定する資格を有する入居者を国土交通省令で定める期間以上確保することがで

きないときは、特定優良賃貸住宅法 の規定にかかわらず、都道府県知事（市の区域内にあっては、

当該市の長。第三項において同じ。）の承認を受けて、その全部又は一部を特定入居者に賃貸する

ことができる。 

２ 前項の規定により特定優良賃貸住宅の全部又は一部を賃貸する場合においては、当該賃貸借を、

借地借家法 （平成三年法律第九十号）第三十八条第一項 の規定による建物の賃貸借（国土交通省

令で定める期間を上回らない期間を定めたものに限る。）としなければならない。 

３ 特定優良賃貸住宅法第五条第一項 に規定する認定事業者が第一項 の規定による都道府県知事の

承認を受けた場合における特定優良賃貸住宅法第十一条第一項 の規定の適用については、同項 中

「処分」とあるのは、「処分又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三

号）第二十八条第二項の規定」とする。 

（機構の業務の特例） 

第二十九条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に機構による建築物の耐震

診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、機構は、独立行政法

人都市再生機構法 （平成十五年法律第百号）第十一条 に規定する業務のほか、委託に基づき、政

令で定める建築物（同条第三項第二号 の住宅又は同項第四号 の施設であるものに限る。）の耐震

診断及び耐震改修の業務を行うことができる。 

（公社の業務の特例） 

第三十条 第五条第三項第五号の規定により都道府県耐震改修促進計画に公社による建築物の耐震診

断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、公社は、地方住宅供給

公社法 （昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条 に規定する業務のほか、委託により、住宅の

耐震診断及び耐震改修並びに市街地において自ら又は委託により行った住宅の建設と一体として建

設した商店、事務所等の用に供する建築物及び集団住宅の存する団地の居住者の利便に供する建築

物の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により公社の業務が行われる場合には、地方住宅供給公社法第四十九条第三号 中「第

二十一条 に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び建築物の耐震改修の促進

に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第三十条第一項に規定する業務」とする。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の資金の貸付けについての配慮） 
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第三十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、法令及びその事業計画の範囲内において、計画認定

建築物である住宅の耐震改修が円滑に行われるよう、必要な資金の貸付けについて配慮するものと

する。 

   第八章 耐震改修支援センター 

（耐震改修支援センター） 

第三十二条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を支援することを目的とする一

般社団法人又は一般財団法人その他営利を目的としない法人であって、第三十四条に規定する業務

（以下「支援業務」という。）に関し次に掲げる基準に適合すると認められるものを、その申請に

より、耐震改修支援センター（以下「センター」という。）として指定することができる。 

一 職員、支援業務の実施の方法その他の事項についての支援業務の実施に関する計画が、支援業

務の適確な実施のために適切なものであること。 

二 前号の支援業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的な基礎を有す

るものであること。 

三 役員又は職員の構成が、支援業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

四 支援業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって支援業務の公正な実

施に支障を及ぼすおそれがないものであること。 

五 前各号に定めるもののほか、支援業務を公正かつ適確に行うことができるものであること。 

（指定の公示等） 

第三十三条 国土交通大臣は、前条の規定による指定（以下単に「指定」という。）をしたときは、

センターの名称及び住所並びに支援業務を行う事務所の所在地を公示しなければならない。 

２ センターは、その名称若しくは住所又は支援業務を行う事務所の所在地を変更しようとするとき

は、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。 

３ 国土交通大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならない。 

（業務） 

第三十四条 センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 認定事業者が行う計画認定建築物である要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建

築物の耐震改修に必要な資金の貸付けを行った国土交通省令で定める金融機関の要請に基づき、

当該貸付けに係る債務の保証をすること。 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する情報及び資料の収集、整理及び提供を行うこと。 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する調査及び研究を行うこと。 

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（業務の委託） 

第三十五条 センターは、国土交通大臣の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（以下「債務保証

業務」という。）のうち債務の保証の決定以外の業務の全部又は一部を金融機関その他の者に委託

することができる。 

２ 金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の規定による委託を受け、当該業務を行うこと

ができる。 

（債務保証業務規程） 

第三十六条 センターは、債務保証業務に関する規程（以下「債務保証業務規程」という。）を定め、

国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２ 債務保証業務規程で定めるべき事項は、国土交通省令で定める。 

３ 国土交通大臣は、第一項の認可をした債務保証業務規程が債務保証業務の公正かつ適確な実施上

不適当となったと認めるときは、その債務保証業務規程を変更すべきことを命ずることができる。 
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（事業計画等） 

第三十七条 センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業計

画及び収支予算を作成し、当該事業年度の開始前に（指定を受けた日の属する事業年度にあっては、

その指定を受けた後遅滞なく）、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しよう

とするときも、同様とする。 

２ センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業報告書及び

収支決算書を作成し、当該事業年度経過後三月以内に、国土交通大臣に提出しなければならない。 

（区分経理） 

第三十八条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる業務ごとに経理を区分し

て整理しなければならない。 

一 債務保証業務及びこれに附帯する業務 

二 第三十四条第二号及び第三号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務 

（帳簿の備付け等） 

第三十九条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する事項で国土交通省

令で定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する

書類で国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。 

（監督命令） 

第四十条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認めるとき

は、センターに対し、支援業務に関し監督上必要な命令をすることができる。 

（センターに係る報告、検査等） 

第四十一条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認めると

きは、センターに対し支援業務若しくは資産の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、セ

ンターの事務所に立ち入り、支援業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しく

は関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ

ればならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（指定の取消し等） 

第四十二条 国土交通大臣は、センターが次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を取り消

すことができる。 

一 第三十三条第二項又は第三十七条から第三十九条までの規定のいずれかに違反したとき。 

二 第三十六条第一項の認可を受けた債務保証業務規程によらないで債務保証業務を行ったとき。 

三 第三十六条第三項又は第四十条の規定による命令に違反したとき。 

四 第三十二条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。 

五 センター又はその役員が、支援業務に関し著しく不適当な行為をしたとき。 

六 不正な手段により指定を受けたとき。 

２ 国土交通大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 

   第九章 罰則 

第四十三条 第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金に処する。 

第四十四条 第十三条第一項、第十五条第四項又は第二十七条第四項の規定による報告をせず、若し

くは虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万

円以下の罰金に処する。 
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第四十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十九条、第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告

をした者 

二 第二十二条第四項の規定に違反して、表示を付した者 

三 第二十四条第一項又は第四十一条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

四 第三十九条第一項の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳簿に虚

偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

五 第三十九条第二項の規定に違反した者 

六 第四十一条第一項の規定による質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者 

第四十六条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても

各本条の刑を科する。 

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。 

（機構の業務の特例に係る委託契約を締結する期限） 

第二条 第二十九条の規定により機構が委託に基づき行う業務は、当該委託に係る契約が平成二十七

年十二月三十一日までに締結される場合に限り行うことができる。 

（要緊急安全確認大規模建築物の所有者の義務等） 

第三条 次に掲げる既存耐震不適格建築物であって、その地震に対する安全性を緊急に確かめる必要

がある大規模なものとして政令で定めるもの（要安全確認計画記載建築物であって当該要安全確認

計画記載建築物に係る第七条各号に定める期限が平成二十七年十二月三十日以前であるものを除く。

以下この条において「要緊急安全確認大規模建築物」という。）の所有者は、当該要緊急安全確認

大規模建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、その結果を同月三

十一日までに所管行政庁に報告しなければならない。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する既存耐震

不適格建築物 

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する既存

耐震不適格建築物 

三 第十四条第二号に掲げる建築物である既存耐震不適格建築物 

２ 第七条から第十三条までの規定は要安全確認計画記載建築物である要緊急安全確認大規模建築物

であるものについて、第十四条及び第十五条の規定は要緊急安全確認大規模建築物については、適

用しない。 

３ 第八条、第九条及び第十一条から第十三条までの規定は、要緊急安全確認大規模建築物について

準用する。この場合において、第八条第一項中「前条」とあり、並びに第九条及び第十三条第一項

中「第七条」とあるのは「附則第三条第一項」と、第九条中「前条第三項」とあるのは「同条第三

項において準用する前条第三項」と、第十三条第一項中「第八条第一項」とあるのは「附則第三条

第三項において準用する第八条第一項」と読み替えるものとする。 

４ 前項において準用する第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金に処す

る。 

５ 第三項において準用する第十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又

は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万円以下の罰金に処する。 
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６ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、前二項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても当該各項

の刑を科する。 

 

 

   附 則 （平成八年三月三一日法律第二一号） 抄  

（施行期日） 

１ この法律は、平成八年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成九年三月三一日法律第二六号） 抄  

（施行期日） 

１ この法律は、平成九年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。 

 

   附 則 （平成一七年七月六日法律第八二号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一七年一一月七日法律第一二〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律（次項において「旧法」とい

う。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、この法律による改正後の建築物の耐

震改修の促進に関する法律（以下「新法」という。）の規定に相当の規定があるものは、これらの

規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

２ 新法第八条及び第九条の規定は、この法律の施行後に新法第八条第一項又は第九条第一項の規定

により申請があった認定の手続について適用し、この法律の施行前に旧法第五条第一項又は第六条

第一項の規定により申請があった認定の手続については、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について検討を

加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

   附 則 （平成一八年六月二日法律第五〇号） 抄  

 この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。  

 

   附 則 （平成二三年六月二四日法律第七四号） 抄  
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（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行する。 

 

   附 則 （平成二三年八月三〇日法律第一〇五号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置） 

第八十一条 この法律（附則第一条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条において同

じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合におけ

るこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第八十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する

経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

   附 則 （平成二五年五月二九日法律第二〇号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。 

（処分、手続等に関する経過措置） 

第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律の規定によってした処分、手

続その他の行為であって、この法律による改正後の建築物の耐震改修の促進に関する法律（附則第

四条において「新法」という。）の規定に相当の規定があるものは、これらの規定によってした処

分、手続その他の行為とみなす。 

（政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について検討を

加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

   附 則 （平成二六年六月四日法律第五四号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。 

 

附 則 （平成三〇年六月二七日法律第六七号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条の規定 公布の日 

二 第一条の規定並びに次条並びに附則第三条、第九条及び第十五条（高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律（平成十八年法律第九十一号）第二十四条の改正規定に限る。）の

規定 公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日 

（経過措置） 
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第二条 第一条の規定の施行の際現に存する同条の規定による改正前の建築基準法（次項において「旧

法」という。）第四十二条第一項第三号に掲げる道に該当するものは、第一条の規定による改正後

の建築基準法（次項において「新法」という。）第四十二条第一項第三号に掲げる道に該当するも

のとみなす。 

２ 第一条の規定の施行の際現に存する旧法第四十二条第二項に規定する道に該当するものは、新法

第四十二条第二項に規定する道に該当するものとみなす。 

（罰則に関する経過措置） 

第三条 この法律（附則第一条第二号に掲げる規定については、当該規定）の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置

を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の建築基準

法の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。 

（建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部改正） 

第十条 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）の一部を次のように改

正する。 

第十七条第三項第四号中「、第六十一条又は第六十二条第一項」を削り、同項第六号中「の建ぺい率」

を「の建蔽率」に、「「建ぺい率関係規定」を「「建蔽率関係規定」に改め、同号イ中「建ぺい率

関係規定」を「建蔽率関係規定」に改め、同条第七項中「、第六十一条又は第六十二条第一項」を

削り、同条第九項中「建ぺい率関係規定」を「建蔽率関係規定」に改める。 
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建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令 

（平成七年十二月二十二日政令第四百二十九号） 

 

最終改正：平成三十年十一月三十日政令第三百二十三号 

 

内閣は、建築物の耐震改修の促進に関する法律 （平成七年法律第百二十三号）第二条 、第四条

第一項 から第三項 まで及び第十条 の規定に基づき、この政令を制定する。 

 

（都道府県知事が所管行政庁となる建築物） 

第一条 建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「法」という。）第二条第三項ただし書の政令

で定める建築物のうち建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一項の規定に

より建築主事を置く市町村の区域内のものは、同法第六条第一項第四号に掲げる建築物（その新築、

改築、増築、移転又は用途の変更に関して、法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定により都

道府県知事の許可を必要とするものを除く。）以外の建築物とする。 

２ 法第二条第三項ただし書の政令で定める建築物のうち建築基準法第九十七条の三第一項の規定に

より建築主事を置く特別区の区域内のものは、次に掲げる建築物（第二号に掲げる建築物にあって

は、地方自治（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十七の二第一項の規定により同号

に規定する処分に関する事務を特別区が処理することとされた場合における当該建築物を除く。）

とする。 

一 延べ面積（建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第二条第一項第四号に規定

する延べ面積をいう。）が一万平方メートルを超える建築物 

二 その新築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、建築基準法第五十一条（同法第八十七

条第二項及び第三項において準用する場合を含む。）（市町村都市計画審議会が置かれている特

別区にあっては、卸売市場、と畜場及び産業廃棄物処理施設に係る部分に限る。）並びに同法以

外の法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定により都知事の許可を必要とする建築物 

（都道府県耐震改修促進計画に記載することができる公益上必要な建築物） 

第二条 法第五条第三項第一号の政令で定める公益上必要な建築物は、次に掲げる施設である建築物

とする。 

一 診療所 

二 電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第四号に規定する電気通信事業の用に

供する施設 

三 電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）第二条第一項第十六号に規定する電気事業の用に

供する施設 

四 ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第二条第十一項に規定するガス事業の用に供する

施設 

五 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和四十二年法律第百四十九号）

第二条第三項に規定する液化石油ガス販売事業の用に供する施設 

六 水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第三条第二項に規定する水道事業又は同条第四項に

規定する水道用水供給事業の用に供する施設 

七 下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）第二条第三号に規定する公共下水道又は同条第四号

に規定する流域下水道の用に供する施設 

２．耐震改修促進法施行令 
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八 熱供給事業法（昭和四十七年法律第八十八号）第二条第二項に規定する熱供給事業の用に供す

る施設 

九 火葬場 

十 汚物処理場 

十一 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和四十六年政令第三百号。次号において「廃棄

物処理法施行令」という。）第五条第一項に規定するごみ処理施設 

十二 廃棄物処理法施行令第七条第一号から第十三号の二までに掲げる産業廃棄物の処理施設（工場

その他の建築物に附属するもので、当該建築物において生じた廃棄物のみの処理を行うものを除

く。） 

十三 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第二条第一項に規定する鉄道事業の用に供する施

設 

十四 軌道法（大正十年法律第七十六号）第一条第一項に規定する軌道の用に供する施設 

十五 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第三条第一号イに規定する一般乗合旅客自動車

運送事業の用に供する施設 

十六 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）第二条第二項に規定する一般貨物自動車運

送事業の用に供する施設 

十七 自動車ターミナル法（昭和三十四年法律第百三十六号）第二条第八項に規定する自動車ターミ

ナル事業の用に供する施設 

十八 港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第二条第五項に規定する港湾施設 

十九 空港法（昭和三十一年法律第八十号）第二条に規定する空港の用に供する施設 

二十 放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）第二条第二号に規定する基幹放送の用に供する施    

設 

二十一 工業用水道事業法（昭和三十三年法律第八十四号）第二条第四項に規定する工業用水道事業

の用に供する施設 

二十二 災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第二条第十号に規定する地域防災計画

において災害応急対策に必要な施設として定められたものその他これに準ずるものとして国土交

通省令で定めるもの 

（耐震不明建築物の要件） 

第三条 法第五条第三項第一号の政令で定めるその地震に対する安全性が明らかでない建築物は、昭

和五十六年五月三十一日以前に新築の工事に着手したものとする。ただし、同年六月一日以後に増

築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替の工事（次に掲げるものを除く。）に着手し、建築基

準法第七条第五項、第七条の二第五項又は第十八条第十八項の規定による検査済証の交付（以下こ

の条において単に「検査済証の交付」という。）を受けたもの（建築基準法施行令第百三十七条の

十四第一号に定める建築物の部分（以下この条において「独立部分」という。）が二以上ある建築

物にあっては、当該二以上の独立部分の全部について同日以後にこれらの工事に着手し、検査済証

の交付を受けたものに限る。）を除く。 

一 建築基準法第八十六条の八第一項の規定による認定を受けた全体計画に係る二以上の工事のう

ち最後の工事以外の増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模様替の工事 

二 建築基準法施行令第百三十七条の二第三号に掲げる範囲内の増築又は改築の工事であって、増

築又は改築後の建築物の構造方法が同号イに適合するもの 

三 建築基準法施行令第百三十七条の十二第一項に規定する範囲内の大規模の修繕又は大規模の模

様替の工事 

（通行障害建築物の要件） 

第四条 法第五条第三項第二号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。 
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一 そのいずれかの部分の高さが、当該部分から前面道路の境界線までの水平距離に、次のイ又は

ロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める距離（これによることが不適当で

ある場合として国土交通省令で定める場合においては、当該前面道路の幅員が十二メートル以下

のときは六メートルを超える範囲において、当該前面道路の幅員が十二メートルを超えるときは

六メートル以上の範囲において、国土交通省令で定める距離）を加えた数値を超える建築物（次

号に掲げるものを除く。） 

イ 当該前面道路の幅員が十二メートル以下の場合 六メートル 

ロ 当該前面道路の幅員が十二メートルを超える場合 当該前面道路の幅員の二分の一に相当す

る距離 

二 その前面道路に面する部分の長さが二十五メートル（これによることが不適当である場合とし

て国土交通省令で定める場合においては、八メートル以上二十五メートル未満の範囲において国

土交通省令で定める長さ）を超え、かつ、その前面道路に面する部分のいずれかの高さが、当該

部分から当該前面道路の境界線までの水平距離に当該前面道路の幅員の二分の一に相当する距離

（これによることが不適当である場合として国土交通省令で定める場合においては、二メートル

以上の範囲において国土交通省令で定める距離）を加えた数値を二・五で除して得た数値を超え

る組積造の塀であって、建物（土地に定着する工作物のうち屋根及び柱又は壁を有するもの（こ

れに類する構造のものを含む。）をいう。）に附属するもの 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告及び立入検査） 

第五条 所管行政庁は、法第十三条第一項の規定により、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、

当該要安全確認計画記載建築物につき、当該要安全確認計画記載建築物の設計及び施工並びに構造

の状況に係る事項のうち地震に対する安全性に係るもの並びに当該要安全確認計画記載建築物の耐

震診断及び耐震改修の状況（法第七条の規定による報告の対象となる事項を除く。）に関し報告さ

せることができる。 

２ 所管行政庁は、法第十三条第一項の規定により、その職員に、要安全確認計画記載建築物、要安

全確認計画記載建築物の敷地又は要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、当該要安全確

認計画記載建築物並びに当該要安全確認計画記載建築物の敷地、建築設備、建築材料及び設計図書

その他の関係書類を検査させることができる。 

（多数の者が利用する特定既存耐震不適格建築物の要件） 

第六条 法第十四条第一号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。 

一 ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設 

二 診療所 

三 映画館又は演芸場 

四 公会堂 

五 卸売市場又はマーケットその他の物品販売業を営む店舗 

六 ホテル又は旅館 

七 賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎又は下宿 

八 老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

九 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 

十 博物館、美術館又は図書館 

十一 遊技場 

十二 公衆浴場 

十三 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの 

十四 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十五 工場 
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十六 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用

に供するもの 

十七 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設 

十八 保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物 

２ 法第十四条第一号の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める階数及び床面積の合計（当該各号に掲げる建築物の用途に供する部分の床面積の合計

をいう。以下この項において同じ。）とする。 

一 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 階数二及び床面積の合計五百平方メートル 

二 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程若しくは特別支援学校（以下「小学

校等」という。）、老人ホーム又は前項第八号若しくは第九号に掲げる建築物（保育所を除く。） 

階数二及び床面積の合計千平方メートル 

三 学校（幼稚園、小学校等及び幼保連携型認定こども園を除く。）、病院、劇場、観覧場、集会

場、展示場、百貨店、事務所又は前項第一号から第七号まで若しくは第十号から第十八号までに

掲げる建築物 階数三及び床面積の合計千平方メートル 

四 体育館 階数一及び床面積の合計千平方メートル 

３ 前項各号のうち二以上の号に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における法第十四条第一号の政令

で定める規模は、同項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める階数及び床面積の合計に相当するものとして国土交通省令で定める階数及び床面積の

合計とする。 

（危険物の貯蔵場等の用途に供する特定既存耐震不適格建築物の要件） 

第七条 法第十四条第二号の政令で定める危険物は、次に掲げるものとする。 

一 消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第二条第七項に規定する危険物（石油類を除く。） 

二 危険物の規制に関する政令（昭和三十四年政令第三百六号）別表第四備考第六号に規定する可

燃性固体類又は同表備考第八号に規定する可燃性液体類 

三 マッチ 

四 可燃性のガス（次号及び第六号に掲げるものを除く。） 

五 圧縮ガス 

六 液化ガス 

七 毒物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号）第二条第一項に規定する毒物又は同条第

二項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。） 

２ 法第十四条第二号の政令で定める数量は、次の各号に掲げる危険物の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める数量（第六号及び第七号に掲げる危険物にあっては、温度が零度で圧力が一気圧の状

態における数量とする。）とする。 

一 火薬類 次に掲げる火薬類の区分に応じ、それぞれに定める数量 

イ 火薬 十トン 

ロ 爆薬 五トン 

ハ 工業雷管若しくは電気雷管又は信号雷管 五十万個 

ニ 銃用雷管 五百万個 

ホ 実包若しくは空包、信管若しくは火管又は電気導火線 五万個 

ヘ 導爆線又は導火線 五百キロメートル 

ト 信号炎管若しくは信号火箭（せん）又は煙火 二トン 

チ その他の火薬又は爆薬を使用した火工品 当該火工品の原料となる火薬又は爆薬の区分に応

じ、それぞれイ又はロに定める数量 
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二 消防法第二条第七項に規定する危険物 危険物の規制に関する政令別表第三の類別の欄に掲げ

る類、品名の欄に掲げる品名及び性質の欄に掲げる性状に応じ、それぞれ同表の指定数量の欄に

定める数量の十倍の数量 

三 危険物の規制に関する政令別表第四備考第六号に規定する可燃性固体類 三十トン 

四 危険物の規制に関する政令別表第四備考第八号に規定する可燃性液体類 二十立方メートル 

五 マッチ 三百マッチトン 

六 可燃性のガス（次号及び第八号に掲げるものを除く。） 二万立方メートル 

七 圧縮ガス 二十万立方メートル 

八 液化ガス 二千トン 

九 毒物及び劇物取締法第二条第一項に規定する毒物（液体又は気体のものに限る。） 二十トン 

十 毒物及び劇物取締法第二条第二項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。） 二百トン 

３ 前項各号に掲げる危険物の二種類以上を貯蔵し、又は処理しようとする場合においては、同項各

号に定める数量は、貯蔵し、又は処理しようとする同項各号に掲げる危険物の数量の数値をそれぞ

れ当該各号に定める数量の数値で除し、それらの商を加えた数値が一である場合の数量とする。 

（所管行政庁による指示の対象となる特定既存耐震不適格建築物の要件） 

第八条 法第十五条第二項の政令で定める特定既存耐震不適格建築物は、次に掲げる建築物である特

定既存耐震不適格建築物とする。 

一 体育館（一般公共の用に供されるものに限る。）、ボーリング場、スケート場、水泳場その他

これらに類する運動施設 

二 病院又は診療所 

三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

四 集会場又は公会堂 

五 展示場 

六 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

七 ホテル又は旅館 

八 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 

九 博物館、美術館又は図書館 

十 遊技場 

十一 公衆浴場 

十二 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの 

十三 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 

十四 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用

に供するもの 

十五 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設で、一般公共の用に供され

るもの 

十六 保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物 

十七 幼稚園、小学校等又は幼保連携型認定こども園 

十八 老人ホーム、老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 

十九 法第十四条第二号に掲げる建築物 

２ 法第十五条第二項の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める床面積の合計（当該各号に掲げる建築物の用途に供する部分の床面積の合計をいう。

以下この項において同じ。）とする。 

一 前項第一号から第十六号まで又は第十八号に掲げる建築物（保育所を除く。） 床面積の合計

二千平方メートル 

二 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 床面積の合計七百五十平方メートル 
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三 小学校等 床面積の合計千五百平方メートル 

四 前項第十九号に掲げる建築物 床面積の合計五百平方メートル 

３ 前項第一号から第三号までのうち二以上の号に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における法第十

五条第二項の政令で定める規模は、前項の規定にかかわらず、同項第一号から第三号までに掲げる

建築物の区分に応じ、それぞれ同項第一号から第三号までに定める床面積の合計に相当するものと

して国土交通省令で定める床面積の合計とする。 

（特定既存耐震不適格建築物に係る報告及び立入検査） 

第九条 所管行政庁は、法第十五条第四項の規定により、前条第一項の特定既存耐震不適格建築物で

同条第二項に規定する規模以上のもの及び法第十五条第二項第四号に掲げる特定既存耐震不適格建

築物の所有者に対し、これらの特定既存耐震不適格建築物につき、当該特定既存耐震不適格建築物

の設計及び施工並びに構造の状況に係る事項のうち地震に対する安全性に係るもの並びに当該特定

既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の状況に関し報告させることができる。 

２ 所管行政庁は、法第十五条第四項の規定により、その職員に、前条第一項の特定既存耐震不適格

建築物で同条第二項に規定する規模以上のもの及び法第十五条第二項第四号に掲げる特定既存耐震

不適格建築物、これらの特定既存耐震不適格建築物の敷地又はこれらの特定既存耐震不適格建築物

の工事現場に立ち入り、当該特定既存耐震不適格建築物並びに当該特定既存耐震不適格建築物の敷

地、建築設備、建築材料及び設計図書その他の関係書類を検査させることができる。 

（基準適合認定建築物に係る報告及び立入検査） 

第十条 所管行政庁は、法第二十四条第一項の規定により、法第二十二条第二項の認定を受けた者に

対し、当該認定に係る基準適合認定建築物につき、当該基準適合認定建築物の設計及び施工並びに

構造の状況に係る事項のうち地震に対する安全性に係るもの並びに当該基準適合認定建築物の耐震

診断の状況に関し報告させることができる。 

２ 所管行政庁は、法第二十四条第一項の規定により、その職員に、基準適合認定建築物、基準適合

認定建築物の敷地又は基準適合認定建築物の工事現場に立ち入り、当該基準適合認定建築物並びに

当該基準適合認定建築物の敷地、建築設備、建築材料及び設計図書その他の関係書類を検査させる

ことができる。 

（要耐震改修認定建築物に係る報告及び立入検査） 

第十一条 所管行政庁は、法第二十七条第四項の規定により、要耐震改修認定建築物の区分所有者に

対し、当該要耐震改修認定建築物につき、当該要耐震改修認定建築物の設計及び施工並びに構造の

状況に係る事項のうち地震に対する安全性に係るもの並びに当該要耐震改修認定建築物の耐震診断

及び耐震改修の状況に関し報告させることができる。 

２ 所管行政庁は、法第二十七条第四項の規定により、その職員に、要耐震改修認定建築物、要耐震

改修認定建築物の敷地又は要耐震改修認定建築物の工事現場に立ち入り、当該要耐震改修認定建築

物並びに当該要耐震改修認定建築物の敷地、建築設備、建築材料及び設計図書その他の関係書類を

検査させることができる。 

（独立行政法人都市再生機構の業務の特例の対象となる建築物） 

第十二条 法第二十九条の政令で定める建築物は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第

百号）第十一条第三項第二号の住宅（共同住宅又は長屋に限る。）又は同項第四号の施設である建

築物とする。 

 

 附 則 抄  

（施行期日） 

第一条 この政令は、法の施行の日（平成七年十二月二十五日）から施行する。 

（地震に対する安全性を緊急に確かめる必要がある大規模な既存耐震不適格建築物の要件） 
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第二条 法附則第三条第一項の政令で定める既存耐震不適格建築物は、次の各号に掲げる要件のいず

れにも該当するものとする。 

一 第八条第一項各号に掲げる建築物であること。ただし、同項第十九号に掲げる建築物（地震に

よる当該建築物の倒壊により当該建築物の敷地外に被害を及ぼすおそれが大きいものとして国土

交通大臣が定める危険物を貯蔵し、又は処理しようとするものに限る。）にあっては、その外壁

又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離が、当該危険物の区分に応じ、国土交通大臣

が定める距離以下のものに限る。 

二 次のイからヘまでに掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該イからヘまでに定める階数及び

床面積の合計（当該イからヘまでに掲げる建築物の用途に供する部分の床面積の合計をいう。以

下この項において同じ。）以上のものであること。 

イ 第八条第一項第一号から第七号まで又は第九号から第十六号までに掲げる建築物（体育館（一

般公共の用に供されるものに限る。ロにおいて同じ。）を除く。） 階数三及び床面積の合計

五千平方メートル 

ロ 体育館 階数一及び床面積の合計五千平方メートル 

ハ 第八条第一項第八号又は第十八号に掲げる建築物（保育所を除く。） 階数二及び床面積の

合計五千平方メートル 

ニ 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 階数二及び床面積の合計千五百平方メートル 

ホ 小学校等 階数二及び床面積の合計三千平方メートル 

ヘ 第八条第一項第十九号に掲げる建築物 階数一及び床面積の合計五千平方メートル 

三 第三条に規定する建築物であること。 

２ 前項第二号イからホまでのうち二以上に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における法附則第三条

第一項の政令で定める既存耐震不適格建築物は、前項の規定にかかわらず、同項第一号及び第三号

に掲げる要件のほか、同項第二号イからホまでに掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ同号イから

ホまでに定める階数及び床面積の合計以上のものであることに相当するものとして国土交通省令で

定める要件に該当するものとする。 

（要緊急安全確認大規模建築物に係る報告及び立入検査） 

第三条 第五条の規定は、要緊急安全確認大規模建築物について準用する。この場合において、同条

中「法第十三条第一項」とあるのは「法附則第三条第三項において準用する法第十三条第一項」と、

同条第一項中「法第七条」とあるのは「法附則第三条第一項」と読み替えるものとする。 

 

   附 則 （平成九年八月二九日政令第二七四号）  

 この政令は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律の施行の日（平成九年九月一日）か

ら施行する。 

 

附 則 （平成一一年一月一三日政令第五号） 

この政令は、建築基準法の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成十一年五月一日）から施行

する。 

 

附 則 （平成一一年一〇月一日政令第三一二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、地方自治法等の一部を改正する法律（平成十年法律第五十四号。以下「法」と

いう。）の施行の日（平成十二年四月一日。以下「施行日」という。）から施行する。 

（許認可等に関する経過措置） 

第十三条 施行日前に法による改正前のそれぞれの法律若しくはこの政令による改正前のそれぞれの

政令の規定により都知事その他の都の機関が行った許可等の処分その他の行為（以下この条におい
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て「処分等の行為」という。）又は施行日前に法による改正前のそれぞれの法律若しくはこの政令

による改正前のそれぞれの政令の規定によりこれらの機関に対してされた許可等の申請その他の行

為（以下この条において「申請等の行為」という。）で、施行日において特別区の区長その他の機

関がこれらの行為に係る行政事務を行うこととなるものは、別段の定めがあるもののほか、施行日

以後における法による改正後のそれぞれの法律又はこの政令による改正後のそれぞれの政令の適用

については、法による改正後のそれぞれの法律若しくはこの政令による改正後のそれぞれの政令の

相当規定によりされた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。 

２ 施行日前に法による改正前のそれぞれの法律又はこの政令による改正前のそれぞれの政令の規定

により都知事その他の機関に対し報告、届出その他の手続をしなければならない事項で、施行日前

にその手続がされていないものについては、別段の定めがあるもののほか、これを、法による改正

後のそれぞれの法律又はこの政令による改正後の政令の相当規定により特別区の区長その他の相当

の機関に対して報告、届出その他の手続をしなければならない事項についてその手続がされていな

いものとみなして、法による改正後のそれぞれの法律又はこの政令による改正後のそれぞれの政令

の規定を適用する。 

（職員の引継ぎ） 

第十四条 施行日の前日において現に都又は都知事若しくは都の委員会その他の機関が処理し、又は

管理し、及び執行している事務で施行日以後法律又はこれに基づく政令により特別区又は特別区の

区長若しくは特別区の委員会その他の機関が処理し、又は管理し、及び執行することとなるもの（次

項において「特定事務」という。）に専ら従事していると認められる都の職員（以下この条におい

て「特定都職員」という。）は、施行日において、都において正式任用されていた者にあっては引

き続き当該特別区の相当の職員に正式任用され、都において条件付採用期間中であった者にあって

は引き続き条件付きで当該特別区の相当の職員となるものとする。 

２ 施行日前に、地方自治法第二百五十二条の十七第一項の規定に基づき特別区の区長又は委員会若

しくは委員が特定事務の処理又は管理及び執行のため派遣を求め、その求めに応じて六年以内の期

間を定めて施行日から派遣することとされた特定都職員は、前項の規定にかかわらず、その派遣の

期間が満了する日の翌日において、都において正式任用されていた者にあっては引き続き当該特別

区の相当の職員に正式任用され、都において条件付採用期間中であった者にあっては引き続き条件

付きで当該特別区の相当の職員となるものとする。 

３ 前二項の規定により引き続き条件付きで特別区の相当の職員となる者の当該特別区における条件

付採用期間には、その者の都における条件付採用期間を通算するものとする。 

４ 特定都職員でその引継ぎについて第一項又は第二項の規定により難いものをいずれの特別区が引

き継ぐかについては、都知事と各特別区の区長とが協議して定めるものとする。 

（罰則に関する経過措置） 

第十五条 この政令の施行前にした行為及びこの政令の附則において従前の例によることとされる場

合におけるこの政令の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

   附 則 （平成一一年一一月一〇日政令第三五二号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成十二年四月一日から施行する。 

 

附 則 （平成一六年六月二三日政令第二一〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、建築物の安全性及び市街地の防災機能の確保等を図るための建築基準法等の一

部を改正する法律（平成十六年法律第六十七号）附則第一条第一号に掲げる規定の施行の日（平成

十六年七月一日）から施行する。 
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附 則 （平成一八年一月二五日政令第八号） 

この政令は、建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成十八年

一月二十六日）から施行する。 

 

附 則 （平成一八年九月二六日政令第三二〇号） 

この政令は、障害者自立支援法の一部の施行の日（平成十八年十月一日）から施行する。 

 

附 則 （平成一九年三月二二日政令第五五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成十九年四月一日から施行する。 

 

附 則 （平成一九年八月三日政令第二三五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成十九年十月一日から施行する。 

 

附 則 （平成二五年一〇月九日政令第二九四号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成二十

五年十一月二十五日）から施行する。 

 

附 則 （平成二六年一二月二四日政令第四一二号） 抄 

（施行期日） 

１ この政令は、子ども・子育て支援法の施行の日から施行する。 

 

附 則 （平成二七年一月二一日政令第一一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、建築基準法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年六月一日）から施

行する。 

 

附 則 （平成二七年一二月一六日政令第四二一号） 

この政令は、平成二十八年四月一日から施行する。 

 

附 則 （平成二八年二月一七日政令第四三号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、改正法施行日（平成二十八年四月一日）から施行する。 

 

附 則 （平成二九年三月二三日政令第四〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この政令は、第五号施行日（平成二十九年四月一日）から施行する。 

 

附 則 （平成三〇年一一月三〇日政令第三二三号） 

この政令は、平成三十一年一月一日から施行する。 
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地震の際の住宅・建築物の倒壊等による被害の軽減を図るため、住宅・建築物の耐震性の向上に資

する事業について、県内市町村において、次のような補助制度があります。詳細については、各市町

村の担当課にお問い合わせ下さい。なお、要緊急安全確認大規模建築物への補助は、国の「耐震対策

緊急促進事業」による補助を含めた補助率としています。 

 

【耐震診断】                                   （令和 5 年 4 月現在） 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

北九州市 共同住宅 66.6％ 種 別 に

よ り 異

なる 

・昭和 56 年 5 月以前建築 

・3 階以上かつ延床面積 1,000 ㎡以上の耐火又は準耐

火建築物 

・限度額（分譲ﾏﾝｼｮﾝ）：200 万円/棟＋3 万円/戸、（賃

貸ﾏﾝｼｮﾝ）：150 万円/棟 

・その他要件有り 

建築指導課 

093-582-2531  

非住宅建築

物 

66.6％ 150 万円

／棟 

・昭和 56 年 5 月以前建築の特定既存耐震不適格建築

物 

・その他要件有り 

福岡市 共同住宅 66.6％ 面 積 に

よ り 異

なる 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築確認を得て着工し

たもの 

・3 階建て以上かつ延べ面積が 1,000 ㎡以上 

建築物安全推

進課 

092-711-4580 

行橋市 戸建て住宅 定額 簡 易 診

断 ： 0.3

万円 

 

一 般 診

断 ： 0.6

万円 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工したもの 

・地階を除く階数が 2 以下のもの 

・木造戸建て住宅 ※店舗併用住宅の場合、店舗用

途に供する部分の床面積が建築物全体の床面積の 2

分の 1 未満のもの 

・福岡県耐震診断アドバイザー派遣制度を利用して

耐震診断を行うこと 

・その他要件あり 

建築政策課 

0930-25-1111 

豊前市 戸建て住宅 50％ 0.3 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事に着手し

たものであること（昭和５６年６月１日以降に増改

築を行ったものを含む） 

・福岡県耐震診断アドバイザー派遣制度を利用して

耐震診断を行うこと 

・その他要件あり 

都市住宅課 

0979-82-8097 

宗像市 戸建て住宅 33％ 5 万円 市の耐震改修補助対象として耐震工事を行った場合

に限り診断費用も補助 

建築課 

0940-36-5203 

うきは市 戸建て住宅 定額 0.3 万円 ・福岡県耐震診断アドバイザー制度の個人負担金 3

千円を補助するもの 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築された木造戸建て

住宅であり、2 階建て以下、店舗併用の場合は店舗面

積が延床面積の 1/2 以下であること 

 

建設課 

0943-75-3111 

Ⅱ．県内市町村の補助制度の概要 



 

 92

資料編 

【補強設計】                                  （令和 5 年 4 月現在） 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

北九州市 共同住宅 66.6％ 種 別 に

よ り 異

なる 

・昭和 56 年 5 月以前建築 

・Is 値 0.6 未満を 0.6 以上に引き上げるもの 

・限度額（分譲ﾏﾝｼｮﾝ）：50 万円/戸、（賃貸ﾏﾝｼｮﾝ）：

30 万円/戸 

・限度額は改修工事と併せて適用 

・その他要件有り 

建築指導課 

093-582-2531  

非住宅建築

物 

66.6％ 1200 万

円/棟 

・昭和 56 年 5 月以前建築 

・Is 値 0.6 未満を 0.6 以上に引き上げるもの 

・限度額は改修工事と併せて適用 

・その他要件有り 

 

要緊急安全

確認大規模

建築物 

補助対

象費用

により

異なる 

条 件 に

よ り 異

なる 

・昭和 56 年 5 月以前建築 

・Is 値 0.6 未満を 0.6 以上に引き上げるもの 

・その他要件有り 

・市の補助限度額：600 万円/棟 

 

大野城市 戸建て住宅 50.0% 60 万円 ・補強設計のみ実施する場合には補助制度の対象外。

但し、耐震補強工事を実施する場合は、耐震改修工

事費として計上できるため、補助制度の対象内。 

 

都市計画課 

092-580-1868 

うきは市 戸建て住宅 50.0％ 80 万円 耐震改修工事に含まれる場合。 

左記の割合、金額は工事費を含む。 

 

建設課 

0943-75-3111 

糸島市 戸建て住宅 40.0％ 100 万円 

 

・耐震改修工事を実施した場合に限る。 

※そのほかの要件は『耐震改修』の欄を参照のこと。 

 

都市計画課 

092-332-2077 
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【耐震改修】                                   （令和 5 年 4 月現在） 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

北九州市 戸建て住宅 80.0％ 100 万円

/戸 

・昭和 56 年 5 月以前建築 

・上部構造評点 1.0 未満を 1.0 以上に引き上げるも

の 

・その他要件有り 

建築指導課 

093-582-2531  

共同住宅 33.3％ 種別によ

り異なる 

・昭和 56 年 5 月以前建築 

・Is 値 0.6 未満を 0.6 以上に引き上げるもの 

・限度額（分譲ﾏﾝｼｮﾝ）：50 万円/戸、（賃貸ﾏﾝｼｮﾝ）：

30 万円/戸 

・限度額は補強設計と併せて適用 

・その他要件有り 

非住宅建築

物 

23.0％ 1,200 万

円/棟 

・昭和 56 年 5 月以前建築 

・Is 値 0.6 未満を 0.6 以上に引き上げるもの 

・限度額は補強設計と併せて適用 

・その他要件有り 

要緊急安全

確認大規模

建築物 

補助対象

費用によ

り異なる 

条件によ

り異なる 

・昭和 56 年 5 月以前建築 

・Is 値 0.6 未満を 0.6 以上に引き上げるもの 

・市の限度額：不特定多数の者が利用する大規模特

定建築物： 5000 万円、その他の大規模特定建築物： 

1,200 万円 

・その他要件有り 

福岡市 戸建て住宅 46.0％ 90 万円

／戸 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築確認を得て着工し

たもの 

・2 階建て以下の木造戸建住宅 

・建物全体で上部構造評点が 1.0 以上となる耐震改

修工事または 1 階部分で上部構造評点が 1.0 以上と

なる耐震改修工事を行うもの 

建築物安全推進

課 

092-711-4580 

共同住宅 23.0％ 40 万円

／戸 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築確認を得て着工し

たもの 

・3 階建て以上かつ延べ面積が 1,000 ㎡以上 

・現行の耐震順に適合する耐震改修工事を行うもの 

・耐震改修促進法の認定等を受けたもの 

要緊急安全

確認大規模

建築物 

44.8％ 51,200

円／㎡ 

・要緊急安全確認大規模建築物であること 

・第三者による評価 

・その他要件有り 

大牟田市 戸建て住宅 50.0％ 40 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事に着手し

たもの 

・耐震診断により、建物の上部構造評点が 1.0 未満 

・建築基準法及び関係法令の規定に違反していない

もの 

・その他要件有り 

 

建築住宅課 

0944-41-2787 
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市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

久留米市 戸建て住宅 23.0％ 50 万円 ・昭和 56 年以前建築 

・2 階以下の木造（併用住宅を含む） 

・耐震診断の結果、倒壊の可能性があると判断され

たもの 

・耐震改修の結果、地震に対して安全な構造となる

こと 

・その他要件有り 

 

建築指導課 

0942-30-9241 

直方市 戸建て住宅 23.0％ ・性能向

上改修工

事 

60 万円

（うち省

エネ改修

工事は上

限 15 万

円） 

・建替え

等に伴う

除却工事 

30 万円 

 

 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築されている、また

は工事着工している（昭和 56 年 6 月 1 日以後に増

築等を行ったものを含む） 

・耐震診断で上部構造評点が 1.0 未満 

・現に居住者がいる（建替え等に伴う除却工事のみ） 

・市内事業者が工事を行う（建替え等に伴う除却工

事のみ） 

・その他要件有り 

都市計画課 

0949-25-2050 

飯塚市 戸建て住宅 25.0％ 

(23.0％) 

45 万円 

(30 万円) 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築確認を得て建築し、

又は工事着工した木造戸建て住宅であること 

・.耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満である

木造戸建て住宅について、建物全体、または 1 階部

分の上部構造評点が 1.0 以上になる工事およびこれ

に伴う耐震設計と、省エネ改修工事（窓等の開口部

の二重サッシ又はペアガラスへの変更や壁・床・天

井への断熱材の設置、その他これらに類する工事）

を併せて行う工事 

・建て替えに伴う除却工事（補助率、限度額は括弧

内の値となる） 

・その他要件有り 

 

建築課 

0948-22-5514 

田川市 戸建て住宅 50.0％ 30 万円 ・昭和 56 年以前建築 

・木造 

・過半が居住部分 

・自己の居住用 

・その他要件有り 

 

建築住宅課 

（直通） 

0947-85-7152 

（代表） 

0947-44-2000

内線 218,219 
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市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

柳川市 戸建て住宅 40.0％ 60 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前建築の木造戸建て住宅 

・現に居住者がいること 

・改修前評点が 1.0 未満で改修後評点が 1.0 以上に

なること 

・その他要件有り 

都市計画課 

0944-77-8544 

八女市 戸建て住宅 40.0％ 60 万円 ・市内にある木造で建設されてある専用住宅・併用

住宅(居住部分が 2 分の 1 以上） 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事に着手し

たもの 

・市内の施工業者が行う物に限る 

・耐震設計（監理）を含めての補助事業 

・その他要件有り 

定住対策課 

0943-23-2577 

筑後市 戸建て住宅 40.0％ 60 万円 ・工事及びこれに伴う耐震設計（工事監理含む）が

対象 

・2 月末日までに完了実績報告書を提出すること 

・その他要件有り 

都市対策課 

0942-65-7029 

大川市 戸建て住宅 25.0％ 30 万円

／戸 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前建築 

・2 階建て以下の木造戸建て 

・在来工法、過半が住居部分 

・上部構造評点が 1.0 未満で建築物全体を 1.0 以上

または、1 階部分の上部構造評点を 1.0 以上になる耐

震改修工事を行うもの 

・その他要件あり 

・補強設計費、工事監理費も補助対象 

・原則として耐震改修工事と省ｴﾈ改修工事を併せて

行うものとする、省ｴﾈ改修工事のみの場合は交付対

象としない 

都市計画課 

0944-85-5604 

行橋市 戸建て住宅 50.0％ 60 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工したもの 

・地階を除く階数が 2 以下のもの 

・木造戸建て住宅 ※店舗併用住宅の場合、店舗用

途に供する部分の床面積が建築物全体の床面積の 2

分の 1 未満のもの 

・上部構造評点が 1.0 未満で建築物全体を 1.0 以上

または、1 階部分の上部構造評点を 1.0 以上になる耐

震改修工事を行うもの 

・その他要件有り 

建築政策課 

0930-25-1111 

豊前市 戸建て住宅 23.0％ 30 万円 ・耐震診断結果が 1.0 未満である木造戸建て住宅に

ついて、建物全体又は 1 階部分の評点が 1.0 以上に

なるよう補強する工事を行うこと。店舗等の用途を

兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積の 1/2

未満のもの）も含む 

・その他要件有り 

都市住宅課 

0979-82-8097 
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資料編 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

中間市 戸建て住宅 23.0％ 30 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築または着工したも

の 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満と判定

されたもの 

・その他要件有り 

 

都市計画課 

093-246-6155 

 

小郡市 戸建て住宅 50.0％ 60 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に合法的に建築された、

階数が 2 以下の木造戸建て住宅 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満のもの 

・耐震診断、耐震設計費用も含む 

・その他要件有り 

 

都市計画課 

0942-72-2111 

筑紫野市 戸建て住宅 60.0％ 60 万円 ・市内に存在する、昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築

又は工事着工した木造戸建て住宅であること 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満である

木造戸建て住宅について、建物全体又は 1 階部分の

上部構造評点を 1.0 以上になるよう補強する工事及

びこれに伴う耐震設計（工事監理を含む）費用 

・施工業者が筑紫野市内の業者であり、筑紫野市に

ある住宅 

・その他要件有り 

 

建築課 

092-923-1111 

春日市 戸建て住宅 25.0％ 30 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着手した

市内の木造戸建て住宅 

・その他要件あり 

 

都市計画課 

092-584-1111 

大野城市 戸建て住宅 50.0％ 60 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

市内の木造戸建て住宅 

・耐震診断を受けた結果、上部構造評点 1.0 未満 

・居住者または耐震改修後に居住する予定のものが

いること 

・工事着工前に補助金申請を行うこと 

・その他要件有り 

 

生活安全課 

092-580-1897 

宗像市 戸建て住宅 66.6％ 60 ～ 80

万円 

・平成 12 年 5 月 31 日以前に建築確認を得て建築さ

れた木造戸建て住宅 

・耐震改修工事を行う前の総合評点が 1.0 未満 

・市内業者と工事請負契約をした場合は 80 万円を限

度額とする 

・市外業者と工事請負契約をした場合は 60 万円を限

度額とする 

・その他要件有り 

建築課 

0940-36-5203 
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資料編 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

太宰府市 戸建て住宅 耐震 

50.0％ 

省エネ 

25.0％ 

75 万円 

（ 耐 震

60 万円、

省 エ ネ

25 万円） 

・市内に存在する、昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築

又は工事着工した木造戸建て住宅であること 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満である

こと 

・現に所有者がいること又は性能向上改修工事後、

速やかに居住することが確実であること 

・建替え等に伴う対象住宅の除却工事については、

申請時点で居住していること 

・その他要件あり 

 

 

都市計画課 

092-921-2121 

古賀市 戸建て住宅 ①性能向

上改修工

事 

（25％） 

②耐震シ

ェルター

等設置工

事 

（23％） 

建替え等

に伴う除

却工事 

（23％） 

 

 

① 30 万

円 

② 15 万

円 

③ 30 万

円 

・古賀市内の木造戸建住宅 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築確認を得て、建築

又は工事に着工したもの 

・2 階建て以下のもの 

・耐震診断の結果、上部構造評点 1.0 未満と評価さ

れたもの 

・耐震シェルター、耐震ベッドの設置工事について

は、高齢者等が居住しているもの 

・除却工事については、申請の時点で補助対象者が

居住しているもの 

・その他要件有り 

都市整備課 

092-942-1119 

福津市 戸建て住宅 50.0％ 60 万円 ①市内に存する木造住宅であること。②昭和 56 年 5

月 31 日以前に建築確認を得て建築されたもの又は

合法的に建築されたもの。③地階を除く階数が２以

下のもの。④建築基準法及び関係法令の規定に違反

していないもの。⑤市内事業者が耐震改修工事を行

うもの。 

・その他要件有り 

 

 

都市計画課 

0940-62-5036 

うきは市 戸建て住宅 50.0％ 80 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築された木造戸建て

住宅であり、2 階建て以下、店舗併用の場合は店舗

面積が延床面積の 1/2 以下であること 

・うきは市内に存在する住宅であること 

・その他要件有り 

 

 

建設課 

0943-75-3111 
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資料編 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

宮若市 戸建て住宅 66.6％ 60 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着手した

もの 

・耐震改修工事を行う前の上部構造評点が 1.0 未満

のもの 

・その他要件有り 

・補助金の額は耐震改修工事に要する費用の額の 3

分の 2 に相当する額と延べ床面積に 1 平方メートル

当たり 33,500円を乗じて得た額の 3分の 2に相当す

る額とを比較して少ない方の額とする 

建築都市課 

0949-32-0955 

嘉麻市 戸建て住宅 50.0％ 60 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

木造戸建て住宅が対象 

・改修前の上部構造評点が 1.0 未満であり、かつ改

修後に建物全体又は 1 階部分が 1.0 以上となる工事

であること 

・その他要件有り 

防災対策課 

0948-42-7417 

朝倉市 戸建て住宅 50.0％ 40 ～ 60

万円 

・改修前評点 1.0 未満で改修後評点 1.0 以上のもの

について 50％ 

・市内業者と工事請負契約をした場合は 60 万円を限

度額とする 

・市外業者と工事請負契約をした場合は 40 万円を限

度額とする 

・その他要件有り 

都市整備課 

0946-22-1111 

みやま市 戸建て住宅 50.0％ 60 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前建築 

・第三者による評価 

・その他要件有り 

都市計画課 

0944-64-1540 

糸島市 戸建て住宅 40.0％ 100 万円 

 

・糸島市内の木造戸建て住宅に限る 

・昭和 56 年以前に建築又は工事着手したものである

こと 

・その他要件有り 

都市計画課 

092-332-2077 

那珂川市 戸建て住宅 50.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.0％ 

100 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

30万円 

【耐震改修】 

・那珂川市内の木造一戸建て住宅であること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着手され

たものであること 

・地階を除く階数が 2 以下のものであること 

・改修前の上部構造評点が 1.0 未満であり、かつ改

修後に建物全体又は 1 階部分が 1.0 以上となる工事

であること 

・その他要件有り 

【除却】上記に加え 

・補助対象住宅に現に住んでいること 

・除却後、耐震性が確保されている建物へ居住する

こと 

都市計画課 

092-953-2211  
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資料編 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

宇美町 戸建て住宅 25.0％ 

23.0％ 

45 万円 

30 万円 

・本町内に存在すること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築確認を得て建築又

は工事着工したものであること（昭和 56 年 6 月 1

日以降の増築を行ったものを含む。） 

・補助金対象工事 

①性能向上改修工事（耐震改修工事と省エネ改修工

事を併せて行う場合に限る。） 

・耐震改修工事に要する費用の25.0％に相当する額。

ただし、30 万円を上限とする。 

・省エネ改修工事に要する費用の 25.0％に相当する

額。ただし、15万円を上限とする。 

②協議において、耐震改修工事のみを行う場合は、

震改修工事に要する費用の 25.0％に相当する額。た

だし、30 万円を上限とする。 

③建替え等に伴う除却工事：住宅の解体及び撤去に

要する経費又は補助対象住宅の耐震改修工事に要す

る経費のいずれか低い方の額の 23 パーセントに相

当する額。ただし、30 万円を上限とする。 

・補助金の交付を過去に受けていないこと 

・その他要件有り 

 

 

危機管理課 

092-932-1111 

篠栗町 戸建て住宅 23.0％ 30 万円 ・改修前評点が 1.0 未満で改修後評点を 1.0 以上と

するもの 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

ものであること（昭和 56 年 6 月 1 日以後に増築等

を行ったものを含む。） 

・補助金の交付を過去に受けていないこと 

・現に居住者がいること 

・その他要件有り 

 

 

都市整備課 

092-947-1219 

志免町 戸建て住宅 25.0％ 30 ～ 40

万円 

・木造戸建て住宅で昭和 56 年 5 月 31 日以前のもの 

・改修前評点が 1.0 未満で改修後評点が建物全体又

は 1 階部分を 1.0 以上になるよう補強 

・限度額は、町内業者で施工の場合 40 万円（町外業

者施工は 30 万円） 

・第三者による評価（耐震診断結果報告書が必要） 

・その他要件有り 

 

 

 

都市整備課 

092-935-1099 
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資料編 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

須恵町 戸建て住宅 23.0％ 30 万円 ・改修前評点が 1.0 未満で改修後評点が 1.0 以上に

なるよう補強する工事 

・町内に存在すること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

ものであること（昭和 56 年 6 月 1 日以後に増築等

を行ったものを含む。） 

・補助金の交付を過去に受けていないこと 

・現に居住者がいること 

・その他要件有り 

 

 

総務課 

092-932-1151 

新宮町 戸建て住宅 23.0％ 30 万円 ・町内に存在すること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

ものであること（昭和 56 年 6 月 1 日以後に増築等

を行ったものを含む。） 

・補助金の交付を過去に受けていないこと 

・現に居住者がいること 

・その他要件有り 

 

 

地域協働課 

092-963-1734 

久山町 戸建て住宅 25.0％ 45 万円 ・町内に存在すること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

ものであること（昭和 56 年 6 月 1 日以後に増築等

を行ったものを含む。） 

・補助金の交付を過去に受けていないこと 

・現に居住者がいること 

・その他要件有り 

 

 

総務課 

092-976-1111 

粕屋町 戸建て住宅 20.0％ 30 万円 （１）補助対象住宅が粕屋町内に存在し、居住者が

いること 

（２）補助対象住宅が昭和 56 年 5 月 31 日以前に建

築された木造戸建て住宅であること 

（３）耐震診断結果の上部構造評点が 1.0 未満であ

り、耐震改修工事により、評点が 1.0 以上になるこ

と 

（４）耐震改修工事により、建築基準法等の規定に

違反しないこと 

・その他要件有り 

 

 

 

協働のまちづく

り課 

092-938-0173 
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資料編 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

芦屋町 戸建て住宅 

（併用住宅

の場合は、店

舗等の用途

に供する部

分が1/2未満

であること） 

40.0％ 60 万円 •耐震診断の結果、耐震性能を表す評点が 1.0 未満で

あること 

•耐震改修工事の中に、設計費用を含む 

•町内の工事施工者であること 

•町内に存在すること 

•昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築していること 

•居住者がいること又は工事後速やかに居住するこ

とが確実であること 

•その他要件あり 

 

環境住宅課 

093-223-3539 

水巻町 戸建て住宅 50.0％ 90 万円 •町内に存在すること 

•昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事に着手し

ていること 

•耐震診断の結果、耐震性能を表す評点が 1.0 未満で

あること 

・その他要件有り 

 

住宅政策課 

093-201-4321 

岡垣町 戸建て住宅 50.0％ 90 万円 耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満の木造戸

建て住宅に対して行う以下の工事 

・建築物全体又は１階部分の上部構造評点が 1.0 以

上になるよう補強する工事 

・地震に対する安全性が確保された居住するための

住宅を建築や賃借等することに伴う除却工事 

 

都市建設課 

093-282-1211 

内線 136・137 

遠賀町 戸建て住宅 50.0％ 60 万円 ・町内に存在する昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築さ

れた木造戸建て住宅であること 

・耐震診断結果による上部構造評点が 1.0 未満であ

り、耐震改修工事によって、建物全体の評点が 1.0

以上になること 

・地階を除く階数が２以下のもの 

・その他要件有り 

都市計画課 

093-293-1317 

小竹町 戸建て住宅 23.0％ 30 万円 ・町内に存在すること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

ものであること。（昭和 56 年 6 月 1 日以後に増築

等を行ったものを含む。） 

・補助金の交付を過去に受けていないこと 

・現に居住者がいること 

・耐震改修工事により建築基準法（昭和 25 年法律

201 号）及び関係法令の規定に違反するものでない

こと 

・その他要件有り 

 

総務課 

09496-2-1212 
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資料編 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

鞍手町 戸建て住宅 25.0％ 30 万円 ・鞍手町内に建つ木造戸建て住宅 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は着工したもの 

・その他要件有り 

 

管財課 

0949-42-2111 

桂川町 戸建て住宅 25.0％ 30 万円 ・町内に存在するもの 

・建築確認及び完了検査済のもの 

・地階を除く階数が２以下のもの 

・その他要件有り 

 

建設事業課 

0948-65-3330 

筑前町 戸建て住宅 40.0％ 60 万円 ・町内に存在する、昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工

した木造戸建て住宅 

・地階を除く階数が 2 以下かつ、耐震診断の結果、

上部構造評点が 1.0 未満と診断されたもの 

・その他要件有り 

 

都市計画課 

0946-42-6642 

東峰村 戸建て住宅 40.0％ 60 万円 ・木造戸建て住宅は村内に存在すること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

ものであること 

・耐震改修工事により建築基準法及び関係法令の規

定に違反するものでないこと 

・その他要件有り 

 

 

総務課 

0946-72-2311 

大刀洗町 戸建て住宅 20.0～

40.0％ 

30 ～ 60

万円 

昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築 

木造、上部構造評価点 1.0 未満で、評点 1.0 以上に

補強する工事 

町外事業者が耐震改修工事を行う場合、工事に要す

る費用の 20%、限度額 30 万 

町内事業者が耐震改修工事を行う場合、工事に要す

る費用の 40%、限度額 60 万 

その他要件あり 

 

 

建設課 

0942-77-6204 

大木町 戸建て住宅 50.0％ 90 万円 ・大木町にある木造住宅 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建設または着工したも

の 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満と判定

されたもの 

・契約、着工済みのものは補助対象外 

・その他の要件有 

 

 

総務課 

0944-32-1035 
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資料編 

市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

広川町 戸建て住宅 50.0％ 90 万円 ・広川町にある木造戸建て住宅 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満である

ものが対象 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

ものが対象 

・その他要件有り 

建設課 

都市計画係 

0943-32-1157 

香春町 戸建て住宅 23.0％ 30 万円 香春町にある木造住宅 

昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は着工したもの 

耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満と判定さ

れたもの 

現に居住者がいる、又は耐震改修工事後速やかに居

住することが確実であること 

・その他要件有り 

住宅水道課 

0947-32-8403 

添田町 戸建て住宅 40.0％ 60 万円 添田町内に存在する木造戸建て住宅 

•昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

もの 

•現に居住者がいること 

•耐震改修工事により建築基準法及び関係法令の規

定に違反するものでないこと 

•耐震診断を実施した結果、耐震診断の上部構造評点

が 1.0 未満であること 

防災管財課 

0947-82-4002 

糸田町 戸建て住宅 40.0％ 60 万円 ・改修前評点が 1.0 未満の木造戸建て住宅で改修後

評点 1.0 以上の耐震改修工事を行うもの 

・その他要件有り 

建築課 

0947-26-4020 

川崎町 戸建て住宅 30.0％ 45 万円 ・町内にある木造一戸建住宅で、現在居住者がいる

こと 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事に着手し

た事が証明又は確認できる住宅 

・平屋もしくは 2 階建て 

・上部構造評点が建物全体で 1.0 以上となる耐震改

修工事又は 1 階部分を 1.0 以上になる耐震改修工事

を行うもの 

事業課 

0947-72-3000

（ 内 線 212 ・

213） 

大任町 戸建て住宅 20.0％ 30 万円 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建てられたもの 

・現に居住者がいるもの 

・その他要件有り 

 

総務企画財政課 

0947-63-3000 

赤村 戸建て住宅 20.0％ 30 万円 (1)村内に存在すること 

(2)昭和 56年 5月 31日以前に建築又は工事着工した

ものであること(昭和 56 年 6 月 1 日以後に増築等を

行ったものを含む。) 

その他要件有り 

 

産業建設課 

0947-62-3000 
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市町村名 対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

福智町 戸建て住宅 25.0% 

性能向上 

23.0% 

建替え等

に伴う除

却 

45 万円 

性能向上 

30 万円 

建替え等

に伴う除

却 

・町内にある木造一戸建住宅 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は着工したもの 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満である

木造住宅について、建物全体又は 1 階部分の上部構

造評点が 1.0 以上になるよう補強する工事 

・その他要件有り 

住宅課 

0947-22-7768 

苅田町 戸建て住宅 50.0％ 60 万円 ・町内に存在する木造戸建て住宅で、現に居住者が

いること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は着工したもの 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満で建物

全体又は 1 階部分の上部構造評点が 1.0 以上になる

よう補強工事すること 

・原則として、省エネ改修工事を併せて行うものと

する。 

・その他要件あり 

・耐震改修工事の中に、設計費用を含む 

都市計画課 

093-434-6521 

みやこ町 戸建て住宅 40.0％ 60 万円 ・町内に存在する木造戸建て住宅であること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は着工したもの 

・現に居住者がいること 

・その他要件あり 

総務課 

0930-32-2511 

吉富町 戸建て住宅 20.0％ 30 万円 ・住宅が町内の木造戸建て住宅であること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工した

ものであること(昭和 56 年 6 月 1 日以後に増築等を

行ったものを含む。) 

・現に居住者がいること又は耐震改修工事後に居住

する予定の者がいること。 

・その他要件あり 

未来まちづくり

課 

0979-24-1122 

上毛町 戸建て住宅 23.0％ 30 万円 ・町内に存在する木造戸建て住宅で、現に居住者が

いること又は耐震改修工事後に居住する予定の者が

いること 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は着工したもの 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満で建物

全体又は 1 階部分の上部構造評点が 1.0 以上になる

よう補強工事すること 

・その他要件あり 

 

総務課 

0979-72-3111 

築上町 戸建て住宅 25.0％ 30 万円 ・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満である

木造戸建て住宅について上部構造評点が 1.0 以上に

なるよう補強する工事及びこれに伴う耐震設計 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着工 

・その他要件有り 

 

都市政策課 

0930-56-0300 
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【上記耐震改修補助に対する県の市町村への補助】                  （令和 5 年 4 月現在） 

対象 補助率 限度額 要件等 
担当課 

（課名・TEL） 

要緊急安全

確認大規模

建築物 

22.4％ 51,200

円／㎡ 

・要緊急安全確認大規模建築物であること。 

・耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断されたもの 

・耐震改修又は建替えの結果、地震に対して安全な構造となるこ

と 

・建築基準法令に違反していないもの 

・市町村要綱に定める要件によるもの 

建築指導課 

092-643-3721 

木造戸建住

宅 

12.5% 

（一部

23%） 

15～

22.5 万

円 

（一部

30 万円） 

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築又は工事着手したもの 

・耐震診断の結果、上部構造評点が 1.0 未満であること。 

・市町村要綱に定める要件によるもの 

住宅計画課 

092-643-3732 
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「福岡県耐震改修促進計画改定検討委員会」設置要綱 

 

（目的） 

第１条 福岡県における建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るために平成 19年 3月に策定した

「福岡県耐震改修促進計画」（以下「促進計画」という。）の改定に当たり、耐震診断及び耐

震改修等に係る各分野の幅広い意見を反映し、業務の適正化を図るため、「福岡県耐震改修促

進計画改定検討委員会」（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（組織） 

第２条 委員会は、別表の委員をもって構成する。 

  ２ 委員会には、委員長及び副委員長を置く。 

  ３ 委員長は委員の互選により選出する。 

  ４ 副委員長は、委員長が指名する。 

  ５ 委員長は、会務を総理する。 

  ６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代行する。 

 

（検討事項） 

第３条 委員会は、次の各号に掲げる事項等について検討を行うものとする。 

  （１）建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

  （２）建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

  （３）要安全確認計画記載建築物の指定に関する事項 

  （４）建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

  （５）建築基準法に基づく勧告又は命令等の措置の実施についての所管行政庁との連携に関する

事項 

  （６）その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する事項 

 

（会議） 

第４条 委員会の会議は、委員長が必要と認める時に開催し、委員長が議長となる。 

 

（検討部会） 

第５条 委員会を円滑に運営するため、検討部会を置く。 

  ２ 検討部会は、別表の部会員とする。 

  ３ 検討部会には、部会長を置き、部会長は、会務を総理する。 

 

（任期） 

第６条 委員及び部会員の任期は、促進計画改定までとする。ただし、委員及び部会員が欠けた場合

における後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（事務局） 

第７条 委員会の事務局は、福岡県建築都市部建築指導課に置く。 

 

 

Ⅲ．福岡県建築物耐震改修促進計画改定検討委員会 

１．検討委員会設置要綱 
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（その他の事項） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営についての必要な事項は委員長が委員会に諮っ

て定める。 

 

 付則 この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から施行し、平成 28 年 3 月 31 日をもって廃止する。 
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【委員会】 

役 職 区 分 氏 名 所  属 

委員長 学識経験者 崎野 健治 九州大学 名誉教授 

副委員長 学識経験者 善 功企 九州大学大学院工学研究院 特任教授  

委 員 学識経験者 岡田 知子 西日本工業大学 教授  

委 員 関係団体 廣田 栄作 一般社団法人福岡県建設業協会 理事 

委 員 関係団体 石本 元彦 公益社団法人福岡県建築士会 会長 

委 員 関係団体 井上 精二 一般社団法人福岡県建築士事務所協会 会長 

委 員 関係団体 宮田 俊英 一般社団法人日本建築構造技術者協会九州支部 支部長 

委 員 関係団体 德原 直美 特定非営利法人消費者支援機構福岡 理事 

委 員 行  政 中尾 良教 福岡県建築都市部 次長 

委 員 行  政 豊永 寿文 福岡県県土整備部 次長 

委 員 行  政 藤山 泰三 福岡県総務部防災危機管理局 局長 

 

【検討部会】 

役 職 区 分 氏 名 所  属 

部会長 学識経験者 崎野 健治 九州大学 名誉教授 

委 員 関係団体 柴田 成文 公益社団法人福岡県建築士会 副会長 

委 員 関係団体 松下 淳一 一般社団法人日本建築構造技術者協会九州支部 幹事 

委 員 行  政 川口 磯雄 北九州市建築都市局指導部 部長 

委 員 行  政 碇 好生 福岡市住宅都市局建築指導部 部長 

委 員 行  政 岩永 龍治 福岡県総務部財政課 課長 

委 員 行  政 田島 誠 福岡県総務部防災企画課 課長 

委 員 行  政 鳥枝 浩彰 福岡県総務部消防防災指導課 課長 

委 員 行  政 讃井 人志 福岡県建築都市部建築指導課 課長 

委 員 行  政 岩永 和久 福岡県建築都市部住宅計画課 課長 

委 員 行  政 石塚 康弘 福岡県建築都市部営繕設備課 課長 

委 員 行  政 森田 欣明 福岡県県土整備部道路建設課 課長 

委 員 行  政 義経 俊二 福岡県県土整備部道路維持課 課長 

委 員 行  政 河野 修久 福岡県警察本部交通規制課 課長 

 

 

 

開催日 委員会等 

平成 27 年  8 月 21 日 第１回 検討部会 

平成 27 年  8 月 27 日 第１回 検討委員会 

平成 27 年 10 月 15 日 第２回 検討部会 

平成 27 年 10 月 22 日 第２回 検討委員会 

平成 28 年  1 月 19 日 第３回 検討部会 

平成 28 年  3 月 29 日 第３回 検討委員会 

 

２．委員等名簿 

３．委員会等の経過 
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○活断層 

 最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動することが推定される断層のこと。（断層：岩体ま

たは地層が、剪断破壊により相対的にずれ、食い違いが生じる現象のこと） 

 

○既存耐震不適格建築物 

 住宅や小規模建築物を含む耐震関係規定に適合しない全ての建築物のこと。 

 

○基本方針 

 耐震改修促進法の第４条に定められている建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本

的な方針で、実施に関する基本的な事項、目標の設定､技術上の指針、啓発及び知識の普及、都道府県

耐震改修促進計画の策定に関する事項を定めている。 

 

○緊急輸送道路 

 地震発生直後から発生する緊急輸送を円滑・確実に実施するために必要な道路のことで、兵庫県南

部地震以降、全国の都道府県において、「緊急輸送道路ネットワーク計画」を定め、該当路線の耐震

対策を重点的に実施している。 

 

○国土強靱化基本計画 

 国土強靱化基本法第 10 条に基づく計画で、国土強靱化に係る国の他の計画等の指針となるもの。 

 

○国土強靱化基本法 

 大規模自然災害等からの国民の生命、身体及び財産の保護並びに大規模自然災害等の国民生活及び

国民経済に及ぼす影響の最小化に関連する分野について現状の評価を行うこと等を通じて、当該施策

を適切に策定し、これを国の計画に定めること等により、国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画

的に推進し、もって公共の福祉の確保並びに国民生活の向上及び国民経済の健全な発展に資すること

を目的として定められた法律。 

 

 

 

○災害対策基本法 

 国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災に関し、国、地方公共団体及

びその他の公共機関を通じて必要な体制を確立し、責任の所在を明確にするとともに、防災計画の作

成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び防災に関する財政金融措置その他必要な災害対策の基本

を定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図り、もつて社会の秩序の維持

と公共の福祉の確保に資することを目的として定められた法律。 

 

○地震防災推進会議 

 住宅や建築物の耐震化促進を目的として国土交通省が会議を設置。会議では､住宅・建築物の耐震化

に関する目標の設定、目標達成のため必要となる施策、耐震改修促進法のあり方、国民への啓発・情

報提供などの推進、地震保険の活用促進策、などが検討されている。 

 

 

Ⅳ．用語解説 

か行 

さ行 
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○住宅・土地統計調査 

 わが国の住宅に関するもっとも基礎的な統計調査。住宅および世帯の居住状況の実態を把握し、そ

の現状と推移を、全国および地域別に明らかにすることを目的に、総務省統計局が５年ごとに実施し

ている。 

 

○所管行政庁 

 耐震改修促進法第２条第３項に定められているもので、建築主事を置く市町村の区域については当

該市町村の長をいい、その他の市町村の区域については、都道府県知事をいう。（県内では、福岡県、

福岡市、北九州市、久留米市、大牟田市が該当する） 

＊建築主事とは、自治体の行政機関のひとつで、新しく建てられる建物の敷地、構造、設備が建築基

準法その他の法令に適合しているかどうかを審査するところ。 

 

○新耐震基準 

 昭和 53 年の宮城沖地震の後、昭和 56 年 6 月建築基準法の改正により新耐震基準が施行された。新

耐震基準の考え方は、中規模の地震（震度５強程度）に対しては、ほとんど損傷を生じず、極めて稀

にしか発生しない大規模の地震（震度６強から震度７程度）に対しては、人命に危害を及ぼすような

倒壊等の被害を生じないことを目標としたものである。 

 

 

 

○耐震改修 

 耐震診断によって、不足している部分を改めること。壁を新たに作ったり、接合部を強くしたりと

様々な方法がある。耐震改修を行う場合、建築基準法の特例（緩和）や建築確認手続きの特例、各種

の低利融資等を受けるためには、耐震改修促進法第 17 条第 1 項に規定する「耐震改修計画の認定」の

申請をして、この法律を所管する「所管行政庁」の認定を受ける必要がある。 

 

○耐震改修支援センター 

 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を支援することを目的として設立された法人その他営利を目

的としない法人であって、国土交通大臣が指定するもの。認定建築物である特定建築物の耐震改修に

必要な資金の貸付けに係る債務の保証、建築物の耐震診断及び耐震改修に関する情報及び資料の収集、

整理及び提供等の業務を行う。(一財)日本建築防災協会が指定済み。 

 

○耐震改修促進計画 

 耐震改修促進法に定められた国の基本方針において､都道府県は耐震改修促進計画の策定が義務づ

けられた。計画では､目標を定め､耐震改修等の施策や普及啓発に関する事項等を定めることとされて

おり､特に公共建築物については､耐震診断の実施・結果公表、具体的な耐震化の目標設定､整備プログ

ラム策定等により重点化を図り、着実な耐震性の確保を図るものとされている。また、市町村におい

ては､基本方針及び都道府県耐震改修促進計画を勘案して、計画の策定に努めるものとしている。 

 

○耐震改修促進法 

 地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、平成 7 年 10 月に

制定された法律（正規には「建築物の耐震改修の促進に関する法律」という。）。近年の大地震の頻

発や東海地震、東南海･南海地震、首都圏直下型地震の発生の切迫性などから、平成 25 年 11 月 25 日

から「建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律」が施行されている。 

 

た行 
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○耐震化率 

 建築基準法の耐震基準を満足している建築物数の割合。耐震基準を満足している建築物は、昭和 56

年以降に建築されたもの、昭和 56 年以前に建築された建築物のうち耐震診断の結果耐震性ありと診断

されたもの及び耐震改修を行ったものが計上される。 

 

○耐震関係規定 

 地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定のこと。 

 

○耐震診断 

 建物について、築年や地盤の情報、壁の位置や屋根の使用などを調査し、地震に対する強さを総合

的に検討すること。 

 

○耐震診断アドバイザー 

 耐震診断について、適切なアドバイスや情報提供を行う専門家。福岡県では昭和 56 年以前に建築さ

れた木造戸建て住宅を対象としてアドバイザーの派遣を行っている。（建築物所有者の派遣費用負担

は 3,000 円） 

 

○耐震不明建築物 

 昭和 56 年 5 月 31 日以前の旧耐震基準によって新築された建築物で、地震に対する安全性が明らか

でないもの。ただし、昭和 56 年 6 月 1 日以後に増築等の工事に着手し、検査済証の交付を受けた建築

物は除く。 

 

○地域防災計画 

 地域並びに地域の住民の生命、身体及び財産を災害から保護し、被害を最小限に軽減し、社会秩序

の維持と公共の福祉を確保することを目的として策定する計画。災害対策基本法第 42 条の規定及び中

央防災会議が作成する「防災基本計画」に基づき、地方防災会議が地域にかかる防災に関する事務又

は業務について各主体の役割を明確化し、総合的な運営を計画化したもの。 

 

○中央防災会議 

 内閣総理大臣を会長とし、防災担当大臣や防災担当大臣以外の全閣僚、指定公共機関の長、学識経

験者からなる会議。防災基本計画、地域防災計画、非常災害の際の緊急措置に関する計画等の作成及

びその実施の推進、防災に関する重要事項の審議や内閣総理大臣及び防災担当大臣への意見の具申な

どを主な役割とする。 

 

○通行障害建築物 

 地震時の倒壊による道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある建築物の

こと。 

 

○特定行政庁 

 建築主事を置く市町村の区域については当該市町村の長をいい、その他の市町村の区域については、

都道府県知事をいう。（県内では、福岡県、福岡市、北九州市、久留米市、大牟田市が該当する） 

 

○特定既存耐震不適格建築物 

 学校、体育館、幼稚園、老人ホーム等多数の者が利用する建築物のうち一定の規模以上もの､危険物

を取り扱う建築物､道路を閉塞させる建築物のこと。 
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○防災拠点建築物 

 県が定める官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益上必

要な建築物のこと。 

 

 

 

○要安全確認計画記載建築物 

 地方公共団体が定める防災拠点・特に重要な避難路沿道建築物であって耐震不明建築物であるもの。 

 

○要緊急安全確認大規模建築物 

 一定規模以上の不特定多数の者が利用する大規模建築物等であって耐震不明建築物であるもの。 

は行 

や行 


